
企業のコンプライアンス実態調査
（2023年12月実施）

株式会社LegalOn Technologies
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調査概要

目的 企業のコンプライアンス実態調査

企画 株式会社LegalOn Technologies

実施 株式会社クロス・マーケティング

期間 2023年12月15日～12月17日

対象 会社員、会社役員いずれかに該当する、コンプライアンス担当者300名

調査方法 インターネット調査
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調査サマリ

1. 企業のコンプライアンスに課題があると感じている担当者は7割超

2. 具体的なコンプライアンスに関する課題として、上位3つに
「施策担当者の時間が不足している」(26％)、「社内報やイントラネット上の情報、社内ルールを
読まれない」(25％)、「研修の受講者の習熟度が低い」(25％)が挙げられた

3. コンプライアンスに関する課題に対して取り組んでいる、または取り組む予定の施策は
「外部に依頼する」がトップ

4. 52％が、昨今のコンプライアンス違反の報道を受けて「新たに取り組みを始めた」と回答

5. 39％が「過去1年以内に企業でコンプライアンス違反が発生した」と回答。
従業員数別で見ると、1000名以上の企業が47％とトップ

6. 実際に発生したコンプライアンス違反事例トップは「パワハラ」、約7割の担当者が挙げる結果に

7. 法務、総務に所属するコンプライアンス担当者の57％が、今後注力していきたい業務として
「コンプライアンス」と回答



4
本資料は貴社の便宜のためのみに提供されるものであり、複写、引用または第三者の閲覧に共される際は株式会社LegalOn Technologiesの了承を得てください。また、当該資料の利用により直接または間接に生じた損害や損失等について、株式会社LegalOn Technologiesは一切の責任を負いません。©LegalOn Technologies, Inc. all rights reserved.

回答者プロフィール

従業員数100名以上の企業に属しているコンプライアンス担当者300名

ＩＴ・情報処理・イン

ターネット関連, 8% 金融／保険, 

9%

流通／小売業, 

5%

運輸業, 7%

電力／ガス／

水道, 2%

製造業, 26%

サービス業, 

15%

医療／福祉, 

8%

建設／不動産, 

8%

その他, 12%

●業種

100名～499

名, 33%

500名～999

名, 33%

1000名以上, 33%

●企業規模

※小数点以下を四捨五入しているため、必ずしも合計が100％にならない
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回答者プロフィール

会社勤務（一

般社員）, 35%

会社勤務（管

理職）, 48%

会社経営（経

営者・役員）, 

18%

●役職

経営, 15%

経営企画, 

19%

法務／内部監査／コ

ンプライアンス関連, 

10%

総務, 34%

人事／労務, 

21%

●職種

従業員数100名以上の企業に属しているコンプライアンス担当者300名
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コンプライアンスのために従業員に対して、どのような取り組みを行っていますか？（複数選択）

コンプライアンス担当者300名
• コンプライアンスのために従業員に対して取り組んでいる施策として、「内部通報窓口の設置」（48％）、「社内講師による

対面研修」（43％）、「内部通報窓口の周知」（41％）に回答が集中した

48%

43%

41%

41%

40%

36%

36%

33%

30%

29%

22%

19%

7%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

内部通報窓口の設置

社内講師による対面研修

内部通報窓口の周知

社内講師によるオンライン研修

社内報やイントラネット上での啓蒙

ガイドブックの配布

企業独自のコンプライアンスに対する方針や

行動規範など社内ルールの作成

外部講師による対面研修

外部講師によるオンライン研修

各部門ごとにコンプライアンス担当を設置

外部企業が提供しているｅ－Ｌｅａｒｎｉｎｇの視聴

外部機関への相談機会の提供

特に取り組んでいない

その他



7
本資料は貴社の便宜のためのみに提供されるものであり、複写、引用または第三者の閲覧に共される際は株式会社LegalOn Technologiesの了承を得てください。また、当該資料の利用により直接または間接に生じた損害や損失等について、株式会社LegalOn Technologiesは一切の責任を負いません。©LegalOn Technologies, Inc. all rights reserved.

あなたの会社では、コンプライアンスに関する課題はありますか？

コンプライアンス担当者300名
• 企業のコンプライアンスに課題があると感じている担当者は7割超

ある, 71%

ない, 29%
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コンプライアンスに関する課題を教えてください。（複数選択）

26%

25%

25%

24%

24%

22%

22%

22%

20%

18%

18%

12%

4%

4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

施策担当者の時間が不足している

社内報やイントラネット上の情報、社内ルールを読まれない

研修の受講者の習熟度が低い

施策担当部門の人手が不足している

社員のコンプライアンス意識が低い

社内報やイントラネット上の情報、社内ルールを理解されない

経営陣のコンプライアンス意識が低い

相談窓口の社内認知が低い

施策に対する従業員満足度が低い

施策担当者の知識が不足している

研修の受講者が想定より少ない

研修の内容の質が悪い

わからない

その他

コンプライアンスに関する取り組みに課題が「ある」と回答した214名
• 具体的にコンプライアンスに関する課題について伺ったところ、上位3つに挙げられたのは「施策担当者の時間が不足してい

る」（26％）、社内報やイントラネット上の情報、社内ルールを読まれない」（25％）、「研修の受講者の習熟度が低い」
（25％）となった
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課題に対して取り組んでいる、又は取り組む予定の施策はありますか？（複数選択）

34%

33%

31%

23%

22%

7%

7%

2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

外部に依頼する

施策内容を見直す

施策担当者の業務を軽減する

施策担当者の能力開発をする

人を新たに採用する

対応を考えていない

対応方法がわからない

その他

コンプライアンスに関する取り組みに課題が「ある」と回答した214名
• コンプライアンスに関する課題に対して取り組んでいる、または取り組む予定の施策は「外部に依頼する」（34％）がトッ

プ。「施策内容を見直す」（33％）、「施策担当者の業務を軽減する」（31％）と続いた
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昨今のコンプライアンス違反に関する報道を受け、取り組みを新たに始めましたか？

はい, 52%

いいえ, 48%

コンプライアンス担当者300名
• 52％が、昨今のコンプライアンス違反の報道を受けて「新たに取り組みを始めた」と回答
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昨今のコンプライアンス違反に関する報道を受け、取り組みを新たに始めましたか？

コンプライアンス担当者300名
• コンプライアンス違反に関する報道を受けて、取り組みを新たに始めたと回答があったうち、従業員数1000名以上の企業規

模が56％と最も多かった

はい, 50%

50%

56%

いいえ, 50%

50%

44%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数 100名～499名（100名）

従業員数 500名～999名（100名）

従業員数 1000名以上（100名）
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過去１年以内に、あなたの会社でコンプライアンス違反は発生しましたか？

発生した, 39%

発生していない, 

61%

コンプライアンス担当者300名
• 39％が、コンプライアンス違反が「発生した」と回答



13
本資料は貴社の便宜のためのみに提供されるものであり、複写、引用または第三者の閲覧に共される際は株式会社LegalOn Technologiesの了承を得てください。また、当該資料の利用により直接または間接に生じた損害や損失等について、株式会社LegalOn Technologiesは一切の責任を負いません。©LegalOn Technologies, Inc. all rights reserved.

過去１年以内に、あなたの会社でコンプライアンス違反は発生しましたか？

コンプライアンス担当者300名
• 企業規模で見ると、コンプライアンス違反が「発生した」と回答をしたのは、従業員数1000名以上で47％

発生した, 29%

40%

47%

発生していない, 71%

60%

53%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数 100名～499名（100名）

従業員数 500名～999名（100名）

従業員数 1000名以上（100名）
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過去１年以内に、あなたの会社で発生したコンプライアンス違反事例を教えてください。（複数選択）

過去1年以内に、コンプライアンス違反が発生したと回答した116名
• 実際に発生したコンプライアンス違反事例トップは「パワハラ」、約7割の担当者が挙げる結果に
• 具体的な事例として、「女性社員への容姿に対する攻撃」、「飲酒を強要された」、「宴会でのコンパニオン接待」「取引先

との新規取引に際し、見積もりの一部を会社に報告せず稟申」といった回答が集まった

69%

42%

35%

28%

28%

26%

15%

12%

10%

9%

2%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

パワーハラスメント

セクシャルハラスメント

情報漏洩や情報の不正使用

時間外労働規制違反などの労働法違反

稟議などの社内手続き違反

経費の不正使用などの不正会計

従業員の不適切なＳＮＳ投稿などによる企業の信頼失墜

他者のイラストや写真を無断使用したことによる著作権侵害

食品衛生法や景品表示法違反などの法令違反

企業や従業員に対する給付金・助成金の不正受給

その他

わからない
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今後注力していきたい業務を教えてください。（複数選択）

コンプライアンス担当者のうち、法務/内部監査/コンプライアンス関連、総務に所属していると回答した人（157人）
・57％が、今後注力していきたい業務に「コンプライアンス」と回答

57%

31%

27%

25%

22%

22%

20%

17%

14%

9%

8%

6%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

コンプライアンス

社内規定・ルール

個人情報保護

リスクマネジメント

契約関連

内部監査

コーポレートガバナンス、内部統制

時事に関連した情報収集

法律・訴訟相談

知的財産関連

Ｍ＆Ａ

株式・株主対応

その他



株式会社LegalOn Technologies

https://legalontech.jp/

お問い合わせ

本調査結果の内容や弊社が提供する製品についての
お問い合わせは、以下よりお願い致します。

TEL：03-4450-5297
Mail：pr@legalontech.jp

mailto:pr@legalontech.jp
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